
１　取組方針策定の目的 

２　現状

　（１）職種ごとの人数、平均年齢、平均給与等及び民間従業員のデータ 

※ 「平均給料月額」とは、平成１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 
ただし、青森県・国・類似団体のデータは平成１８年４月１日現在の数値です。 

※ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当など 
のすべての諸手当の額を合計したものです。 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。 
（平成１６年～１８年の３か年平均） 

※ 単純労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において 
完全に一致しているものではありません。

　（２）職種ごとの年齢別の職員数・平均給与等のデータ 

※ 平均給与等のデータについては、個人が特定されるため公表していません。 
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鶴田町との比較 

鶴田町単純労務職員の給与等の見直しに向けた取組方針

　 今日において、全国的に地方公共団体の技能労務職員等の給与については、同種の民間事業の従業 
者に比べ高額となっているとの指摘や批判が多くなされているところであります。鶴田町の条例規則におい 
ては単純労務職員にあたりますが、この指摘を真摯に受け止めるとともに当町における厳しい財政状況を 
踏まえ、いま一度単純労務職員の給与等について総合的な点検を行い、適正な給与制度の確立と運用を 
することにより住民の理解と納得を得る必要があると考え、この取組方針の策定に至りました。

　 鶴田町の単純労務職員の給料表は、金額的には国の行政職俸給表（二）に準じていますが、級別の区 
分がなく、号給だけの構造となっているため国、県に準じていない独自の給料表という位置づけがされてい 
ます。平成１８年４月には、国の給与構造見直しに伴い、給料水準を１．２％引き下げしました。鶴田町の単 
純労務職員の平均給料を同種の国家公務員と比較すると３．１％上回りますが、同種の県職員との比較で 
は９．４％下回る結果となっています。しかしながら、平成１９年７月３日に総務省が公表した「都道府県・指 
定都市の技能労務職員等の民間類似職種との比較」（下記データ）と比較すると、同種の民間事業従業員 
平均賃金を大幅に上回る結果となっています。 
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　（３）その他給与に関する事項（給料表、手当、昇給基準等） 

①給料表について
　 国の行政職俸給表（二）の合成表で５級水準まで適用。級別の区分がなく、１号給から４５号給までの 
通し号給制となっています。 

②各種手当てについて 
扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、宿日直手当、期末手当、勤勉手当、寒冷地手当 

など一般職員と同様の制度となっています。また、特殊勤務手当に該当する手当は全廃しています。 

③昇給基準等について 
一般職の例によるものとし、毎年１月１日に勤務成績に応じて１号給を標準として昇給させています。 

ただし、５５歳以上の職員については２分の１（２年間に１号給相当）の昇給幅としています。 

3 基本的な考え方 

4 具体的な取組内容 

5 その他 

現在町独自の制度となっている給料表については、調査結果を踏まえ平成２１年度までに国の行政職 
俸給表(二)へ切替えを行い、定期的に近隣市町村や民間との比較をすることで給与水準の適正化を図 
ります。

　 単純労務職員については、平成１６年度に運転手の退職補充１名を最後に採用を行っていません。 
今後も当分の間退職不補充の継続、配置換え、、民間委託への切替等により人員削減を進めていき 
ます。また、給与水準については、民間を上回るとの指摘がある一方で、労働者側から比較対象とし 
ている事業所規模・雇用形態・職務内容・平均経験年数に公平さを欠くとの意見も多く、単純な比較が 
難しいという側面もあることから、県人事委員会の資料を参考にし、必要に応じて近隣市町村の民間 
給与の実態を調査し比較検討を進めていきます。 

今後更に厳しい財政運営が続くと予想される中で、給与の見直しや職員の削減は避けて通れない状 
況にあります。平成１９年４月１日における単純労務職員の数は２４人ですが、５年後には１８人となりそ 
のうち半数は５０歳以上と高齢化が進みます。今後事務事業の見直しを徹底し、行政需要の減少した部 
門については、現場の状況を精査し直営から民間委託・指定管理者制度への切替を積極的に進めてい 
きます。


